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属性証明の課題整理に関する有識者会議（第 2 回） 議事要旨 

 

1. 日時 

令和 8 年 2 月 26 日（木）10:00-12:00 

2. 場所 

デジタル庁会議室及びオンライン 

3. 出席者 

（委員） 

板倉陽一郎委員、笠井玲子委員、國領二郎委員、﨑村夏彦委員、瀧俊雄委員（欠席）、中村素典委員、

富士榮尚寛委員、松尾真一郎委員（欠席）、松本泰委員、横田明美委員、若江雅子委員 

4. 議事概要 

（１） 論点に関する主な意見 

論点 1「官→民での利活用実現に向けた取組事項」に関する意見 

 短期的な取組事項は妥当と考える。また、住民票の写しについて、本人確認用途以外のユース

ケースに着目する点にも賛成する。 

 Verifier 側の読取端末機器の導入は、SDK 等を用いたとしてもコストがかかる。Verifier 側の費用

負担も踏まえ、様々な VC の検証にはどのような機能が必要かについても議論する必要がある。 

 実証実験は、これまでもデジタル庁でいくつか実施している認識だが、行政機関が実業務に使い

始めてみることが、短期的に取り組むべき事項ではないか。 

 個人情報保護法の改正方針案では、16 歳未満の同意取得時に法定代理人の同意を対象とする

ことについて検討されている。簡易に親子関係のみを示す手法として、住民票の写し VC の選択

的開示はこの解決策になり得るので、急ぎ実証や導入を検討すべき。 

 実証実験をせずに今すぐ社会実装を進めると、OSベンダーの Walletがスタンダードとなる懸念が

残る。独立系の Wallet が参入できるビジネスモデルを検証しても良いのではないか。 

 デジタル庁の方向性や現行手法の検討状況等をわかりやすい形で提示して、自治体や利用者等

の様々なアクターから意見を聞くことが短期的に取組むべき事項だと考える。 

 VC 発行方法の考え方を示すにあたり、まずは VC・DIW が技術的な信頼の仕組みであるという全

体像を明確にした上で、それを各業務にどのように当てはめられるか検討すべきではないか。 

 VC の受取主体が、VC であるというだけでデータを信頼してしまい、署名検証等を十分行わない

といった誤った使われ方をすることを防ぐため、検証ルールを徹底することが重要である。 

 

論点 2「民→官での利活用実現に向けた取組事項」に関する意見 

 短期的な取組事項は妥当と考える。就労証明書は標準的な様式が定められており、情報連携を

行う土壌があるほか、利用者からの共感を得られ、今後の普及にも繋がるユースケースと考える。 

 どの企業が発行した就労証明書であっても、どの自治体でも受け入れられるよう、制度設計段階

から発行・提示方法の標準ラインを特定の省庁が定め、そこに見合う技術的要件を提供すべき。 

 資料上、トラストチェーンの内容が委託関係に限られているように見えるが、全ての場合において、

信頼できる発行者に至るトラストチェーンをどのように作るべきか明確にする必要がある。特に、
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民間事業者が発行主体となる場合は、公的な証明書と比べてその必要性が高いと考えられる。 

 VC を用いることで、文書の真正性・非改ざん性は検証できるが、記載内容そのものの真実性まで

は検証できない。デジタル化したからといって、記載内容を過信しないよう留意する必要がある。 

 

論点 1、論点 2 に共通する意見 

 VC 発行を促進する目的は、単にバックエンド連携の補完手段に留まらず、社会全体の経済の効

率化や生産性の向上などがあるはずで、そのような全体感を持って議論すべき。 

 信頼できる発行者に繋がるトラストチェーンを作って、検証可能となっていることが重要であり、こ

れによって不当な発行者による VC を受け入れるリスクはほとんど対応できるはずである。 

 従来は 2 者間だったが、VC では 3 者間の情報連携となり、行政機関から見た民間事業者など、

これまで接点のなかったステークホルダーの業務を把握するための事前調査を行う必要がある。 

 EU では官発行であっても無条件に信頼しているわけではない。国際的な相互運用性を見据える

と、官でも民と同様に第三者証明のようなものが必要となるのでは。 

 具体のケースでは、利用者の費用負担（有料/無料）などの検討も必要となる。 

 

（２） 次年度以降のデジタル庁の取組及び取りまとめに向けた主なご意見 

 全体感としてアーリーウィンを意識しつつ、技術的負債を生まないよう、今回作成した検討事項リ

ストも参考にしながら進めてもらいたい。 

 従前のやり方を変えると、利用者側からどうしても抵抗があるため、グランドデザインを定めて、

国民や事業者の理解を得られるよう、発行だけでなく利用全体を含めて議論を進めてもらいたい。 

 事務局説明資料 P27 の論点は全て重要だが、中でも委任は年齢確認や法人、AI エージェントに

も関わる重要な論点。また、現発行者が VC 化に対応できない場合、公証人型の派生 VCは普及

の観点で必要になるので整理すべき。加えて、民間を委縮させないような形で進めてもらいたい。 

 署名付き PDF との棲み分けなど、そもそも現状の何が問題なのか、なぜ VC を利用可能とする必

要があるのか、技術的に理論だった説明を共有して検討を進められれば良い。 

 消費者がどう混乱せずに利用できるかということに加えて、事業者から見て様々あるデジタル庁

の取組が混同されないようにメッセージを伝えていく必要がある。 

 国際相互運用性は、ローカルなクレデンシャルとの同時提示まで検討すると難しい問題。要件の

整理、技術の調査、実装の方針出しに繋げていくことを期待している。 

 デジタル庁が目指すべき To-Be 感は何らかの形で共有した方が良い。例えば VC・DIW は目視確

認が不要となる社会に向けた一つの手段である。実装してみてからでないとわからないことも多

いが、デジタル庁は実行力もあるので期待している。 

 アジャイルで進めるに当たり、先進的な事業者や自治体などが後々不利益を被らないように進め

てほしい。また、デジタルに詳しくない人でも賛同できるよう仕組みを考えていくことが重要。 

 親子関係を簡易的に示すことが出来る住民票の写しによる選択的開示の実現は喫緊の課題で

あり、個人情報保護法改正の施行を期限と捉えて進めてもらいたい。 

 SNS 利用時における子どもの年齢確認等が選択的開示で実現できれば普及の促進に繋がると

期待している。また、中央集権的でなく、分散型を重視することも忘れずに進めてもらいたい。 

 多数出た論点を全体の中でどう位置付けていくのか、切迫感を持ちながらまとめてもらいたい。 




